
議案第１８号 

   米原市印鑑条例および米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例について 

 米原市印鑑条例および米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定することについて議会の議決を求める。 

 

  令和２年２月２８日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

 

      提案理由 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律（令和元年法律第37号）の公布に伴い、関係法令等において成年被後見人および被保佐人に

係る欠格条項が削除されたことから関係条例を整備するため、この案を提出するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   米原市印鑑条例および米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 

 (米原市印鑑条例の一部改正) 

第１条 米原市印鑑条例（平成17年米原市条例第82号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第２号を次のように改める。 

  (２) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

  第５条第３項中「記録されている」を「記載（法第６条第３項の規定により磁気ディスク

（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同

じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている」に改める。 

  第６条第１項第４号中「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）をもって調製する

住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を削り、同項第８号中「記録されている」を「記載

されている」に改める。 

 

 (米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部改正) 

第２条 米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例（平成26年米原

市条例第69号）の一部を次のように改正する。 

  第 23条第２項第２号中「第４号」を「第３号」に改める。 

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

  



米原市印鑑条例新旧対照表 第１条関係（改正理由） 

改正後 現 行 改正理由 

(登録資格) 

第２条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る者は印鑑の登録を受けることができない。 

(１) 15 歳未満の者 

(２) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

(登録印鑑) 

第５条１・２ 略 

３ 市長は、前項第１号および第２号にかかわらず、外国人

住民（法第 30 条の 45 に規定する外国人住民をいう。以下

同じ。）のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の備考欄に記

載（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことがで

きる物を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあっ

ては、記録。以下同じ。）がされている氏名のカタカナ表記

またはその一部を組み合わせたもので表されている印鑑に

より登録を受けようとする場合には、当該印鑑を登録する

ことができる。 

(登録事項) 

第６条 市長は、前条の規定による確認を終わったときは、

直ちに当該登録申請者に係る印鑑登録原票（以下「印鑑票」

という。）を作成し、次に掲げる事項を登録する。 

(１)～(３) 略 

(４) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記

載がされている場合にあっては氏名および当該旧氏、外

国人住民に係る住民票に通称の記載がされている場合に

あっては氏名および当該通称） 

(登録資格) 

第２条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る者は印鑑の登録を受けることができない。 

(１) 15 歳未満の者 

(２) 成年被後見人 

(登録印鑑) 

第５条１・２ 略 

３ 市長は、前項第１号および第２号にかかわらず、外国人

住民（法第 30 条の 45 に規定する外国人住民をいう。以下

同じ。）のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の備考欄に記

録されている氏名のカタカナ表記またはその一部を組み合

わせたもので表されている印鑑により登録を受けようとす

る場合には、当該印鑑を登録することができる。 

 

 

 

 

(登録事項) 

第６条 市長は、前条の規定による確認を終わったときは、

直ちに当該登録申請者に係る印鑑登録原票（以下「印鑑票」

という。）を作成し、次に掲げる事項を登録する。 

(１)～(３) 略 

(４) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記

載（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこと

ができる物を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票

 
 
 
・印鑑の登録ができない規定にお

いて、「成年被後見人」を「意

思能力を有しない者」に改める

ことにより、要件を満たした成

年被後見人は印鑑の登録を行

うことができるようにする改

正 
・文言整理 
・「記載」の定義規定を定めるこ

とに伴う改正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「記載」の定義規定を第５条第

３項に定めることに伴う削除 
 



 

 

 

 

(５)～(７) 略 

(８) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の

備考欄に記載されている氏名のカタカナ表記またはその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録

を受ける場合にあっては、当該氏名のカタカナ表記 

(９) 略 

２ 略 

 

にあっては、記録。以下同じ。）がされている場合にあっ

ては氏名および当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通

称の記載がされている場合にあっては氏名および当該通

称） 

(５)～(７) 略 

(８) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の

備考欄に記録されている氏名のカタカナ表記またはその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録

を受ける場合にあっては、当該氏名のカタカナ表記 

(９) 略 

２ 略 

 

 
 
 
 
 
 
・文言整理 

 

米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例新旧対照表 第２条関係（改正理由） 

改正後 現 行 改正理由 

(職員) 

第 23 条 略 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号に規定する家

庭的保育者をいう。以下同じ。）は、市長が行う研修（市長

が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）

を修了した保育士または保育士と同等以上の知識および経

験を有すると市長が認める者であって、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

(１) 略 

(２) 法第18条の５各号および法第34条の20第１項第３

号のいずれにも該当しない者 

３ 略 

 

(職員) 

第 23 条 略 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号に規定する家

庭的保育者をいう。以下同じ。）は、市長が行う研修（市長

が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）

を修了した保育士または保育士と同等以上の知識および経

験を有すると市長が認める者であって、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 

(１) 略 

(２) 法第18条の５各号および法第34条の20第１項第４

号のいずれにも該当しない者 

３ 略 

 

 

 

 

 

 

 

・児童福祉法の改正により、同法

第 34条の 20第１項各号に定め

る養育里親および養子縁組里

親の欠格条項のうち、第１号の

「成年被後見人または被保佐

人」が削除されたことに伴う引

用号数の繰上げ 

 


